
和歌山県を代表する白浜温泉は、「日本書紀」

にも記述される日本最古の名湯ですが、夏とも

なれば砂浜の美しい白良浜が格好の海水浴スポ

ットになります。今夏はこの白良浜を舞台に

“メッセ－ジ花火”というイベントが開催されて

います。

大切な人への想いを伝えるメッセ－ジがアナ

ウンスされた後、４号玉（花火直径60ｍ）のｍｙ

花火が夜空を彩るという趣向。

白浜温泉旅館協同組合の、この夏限定のスペ

シャル企画です。

８月末までの期間限定ですが、組合へは他府

県等からの様々なメッセ－ジが届いています。

又、同じくこの期間中の全７回、“キャンド

ル・イルミネ－ション2002”と題して2002本

のキャンドルライトが白良浜を幻想的に照らし

出すというイベントも開催されます。
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白浜の夜空を彩る
メッセ－ジ花火

～白浜温泉旅館協同組合～

白浜温泉旅館協同組合
西牟婁郡白浜町1650－１
ＴＥＬ　0739-42-2215
ＦＡＸ　0739-42-3059

期　間：平成14年８月31日（土）まで
（ただし８月12日は除く）

時　間：午後８：00～９：00
会　場：白良浜
料　金：１発　10,000円

（４号玉・花火直径60ｍ）
申込方法：打ち上げ希望日の５日前までに申

込金10,000円とメッセージを添
えて白浜温泉旅館協同組合まで申
し込んで下さい。

メッセージ花火白良浜・メッセージ花火＆キャンドルイルミネーション
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経営革新への挑戦Ⅱ

今回は、平均的な中小企業をモデル化して、経営革新
への取り組みについていろいろな角度から考えてみるこ
とにします。
Ｔ社は、従業員20人、売上６億円規模のプラスチック

製品の製造業で、売上高はここ数年減少し続け、利益率
も低下傾向を辿り、直近決算では大幅な赤字に転落しま

した。受注量の減少に加え受注単価が年々低下し、収益
を圧迫してきたのがその主な原因でした。
Ｔ社のＯ社長は、もう一度自分の会社をじっくりと見

直し、経営を抜本的に改革しなければ生き残れないとい
う危機感を持って、経営革新に取り組むことを決意しま
した。

経営革新の取り組み

経営革新とは、新製品の開発、新技術の開発、新事業
分野への進出、新しい販売方式の導入、新サービスの提
供などにより経営を変革していこうとするものですが、
一方で、これまでの経営のやり方を見直して、これまで
の事業を改革しようとする新たな取り組みも重要です。
小さな経営の改善を積み重ねることも経営の大きな変革
につながります。
Ｏ氏は、日ごろ自社の改善すべき点にいくつか気づい

ていましたが、今回、自社の経営実態をもう一度じっく
り見直してみようと考え、３年分の決算書と直近月の試
算表の分析から始めました。Ｏ氏は、これまで決算書な
どは、売上と利益ぐらいしか関心がなかったが、今回、
決算書の分析をとおして、自社の強みや問題点などこれ
まで気づいていない経営実態を把握することができまし
た。
決算書などは、経営活動の結果を数字で表したもので

すが、会社の健康状態を映す鏡として最高の経営情報と
考えられます。将来の経営を方向付ける基本情報として、
経営革新のヒントが隠されています。
たとえば、貸借対照表（Ｂ／Ｓ）は、資金の調達状況

と資産の運用状況を表し、支払能力、運用資産の効率
性・健全性、経営の安定性などの特徴を表しています。
また、損益計算書（Ｐ／Ｌ）は、販売の収益力、収益構
造、コスト構造などの特徴を表しています。

経営のエッセンスは、（Ｂ／Ｓ）×（Ｐ／Ｌ）に集約
されます。経営分析では、収益性の総合指標として次の
指標が使われますが、これは、まさに運用資産の効率性
（Ｂ／Ｓ）と販売の収益力（Ｐ／Ｌ）を集約したものに
ほかなりません。

したがって、決算書からみた経営革新のヒントは、
B／Ｓでは運用資産の効率化と健全化に、Ｐ／Ｌでは販
売力と原価低減のなかにあります。
Ｏ氏は、決算書の分析から、①売上が減少してきてい

るのに在庫が年々増加し、資金繰りの圧迫や在庫コスト
の増加により収益を圧迫してきていること、その結果、
借入金が増加していること、②製品別損益ではＡ製品が
粗利益段階で赤字となり、業績全体の足を引っ張ってい
ること、③売上が大幅に減少しているにも拘らず、意識
的な予算統制をしていないため、固定費が高止まりの状
態で高コストの経営となっていることなどを究明した。
Ｏ氏は、Ｂ／ＳとＰ／Ｌとから自社の経営課題をとり

まとめ、経営革新のテーマとして①不採算製品及び設備
の整理と在庫管理システム導入による収益の改善と資産
の効率化を図る、②新製品投入と新しい販売方式による
高付加価値化により損益構造を改革する、③高コスト経

総資本経常利益率＝総資本回転率×売上高経常利益率
（経営力） ＝ （効率性） × （販売収益力）

経営革新のヒント
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決算書から経営革新のヒント
経営革新取り組みの切り口として、決算書からみた経

営革新のヒントについて体系図としてまとめてみまし
た。自社の実情に照らして参考にしていただければと思
います。

決算書からみた経営革新のヒント�
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Ｐ／Ｌ�

経営革新�

Ｂ／Ｓ�

営の改革のための予算制度を導入しその徹底を図る、の
３つのテーマについて従業員を含めた「経営革新推進委
員会」で検討し、これらの改善策を盛り込んだ経営革新
計画を作成することを決定しました。さらに、計画を確
実に実現していくため、各テーマごとに責任者を設けそ
の進捗状況を管理し、毎月「推進委員会」で報告する体
制を確立しました。
経営革新計画の策定及びその実行で最も重要なベース

は、社長だけの思いつきで押しつけの計画でなく、会社
ぐるみの取り組みで経営者、従業員ともに経営革新計画
を共有し、経営を変革していくという意識の改革にある
と思います。
したがって、経営革新計画により経営を変えていこう

とするなかで、その成否の確度は、それを動機づけとす
る経営者を含めた全社員の意識・意欲のレベルに比例す
ると考えます。
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４．中小企業金融の課題

近年、金融機関の中小企業向け貸出の減少が著しい。

中小企業向け貸出し残高の推移� 業態別中小企業向け貸出し残高の推移�
～近年減少傾向にある中小企業向け貸出し残高～�

資料：日本銀行「金融経済統計月報」、中小企業庁「中小企業庁調査月報」�資料：日本銀行「金融経済統計月報」�
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PART Ⅲ

施策情報

全国460の金融機関に調査したところ（98～2000年度決算）、不良債権比率が高い金融機関は、中小企
業向け貸出伸び率が低く、一方、大企業向け貸出には有意な影響がなかった。不良債券比率が中小企業向け貸
出に与える影響は、都銀の方が地銀、信金等に比べて大きい。

不良債券比率と中小企業向け貸出し残高伸び率（信用金庫を含む全業態）�
～不良債券比率が低いほど中小企業向け貸出し伸び率は増加～�

資料：全国銀行協会「全国銀行財務諸表」、株式会社日本金融通信社「ニッキン資料年報」�
（注）　不良債券比率＝不良債権（破綻先債権及び延滞債権）／総資産�
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中小企業については、企業ごとの借入金利のばらつきが大きい。自己資本比率の差異等が影響を与えている
と考えられる。

0～20人� 21～100人� 101～300人� 301人～従業員規模�
0.000％�

0.500％�

1.000％�

1.500％�

2.000％�

2.500％�

3.000％�

3.500％�

借入金利�

従業員規模別短期借入金利（2001年）�
～規模が小さくなるにつれて高くなる短期借入金利～�

自己資本比率別平均短期借入金利（2001年）�
～自己資本比率が低くなるほど金利は高くなる～�

資料：中小企業庁「企業資金調達環境実態調査」（2001年12月）�
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中央値�

2.375％�

1.875％�

1.500％�
1.375％�下位25％値�

上位25％値� 上位25％値�

下位25％値�

下位25％値�

50%超～�

40%超～50%以下�

30%超～40%以下�

20%超～30%以下�

10%超～20%以下�

5%超～10%以下�

0%以上～5%以下�

～０％未満�

自己資本比率�

0.000％� 0.500％� 1.000％� 1.500％� 2.000％� 2.500％� 3.000％� 3.500％�

金利�

2.896％�

2.492％�

2.328％�

2.185％�

1.892％�

1.753％�

1.661％�

1.665％�

資料：中小企業庁「企業資金調達環境実態調査」（2001年12月）�
（注）１．上位25%値とは母集団を金利が大きい順に並べた場合の上から25%目の値。�

２．中央値とは母集団を金利が大きい順に並べた場合の中央の値。�
３．下位25%値とは母集団を金利が大きい順に並べた場合の下から25%目の値。�
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中小企業は大企業に比べて、地銀、信金等への依存が大きい。また大手行は地銀、信金等に比べて中小企業
向け貸出を拒絶・減額する割合が高い。
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51.0％� 19.0％�
1.6％�
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2.5％�

1.1％�

5.0％�
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4.1％�
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3.2％�

0.2％�0.9％�

6.0％�0.6％�

1.3％�

3.0％�3.2％�

59.4％� 7.7％� 25.2％�

都市銀行� 地方銀行・第二地銀� 信用金庫・信用組合�

長信銀・信託銀行�

政府系金融機関�

農協その他�

なし�
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301人～�

101～300人�

21～100人�

0～20人�

従業員規模別メインバンク業態�
～規模が小さくなるにつれて地銀・第二地銀や信金・信組と取引している企業の割合が増加～�

資料：中小企業庁「企業資金調達環境実態調査」（2001年12月）�
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メインバンク業態と貸し渋りを受けた企業の割合（2001年）�
～地銀・第二地銀、信金・信組の方が大手行より貸し渋りを受けた企業の割合が少ない～�

資料：中小企業庁�
　　　「企業資金調達環境実態調査」�
（注）　　　　　　　   　（2001年12月）�
１．2001年にメインバンクへ借入れを申込
んだ時に、拒絶や減額対応を受けたケ
ースが多かった企業の割合を示す。�

２．大手行とは都市銀行、長期信用銀行、
信託銀行を指す。�

３．なお、メインバンクが信金・信組の
企業で、従業員数が101人以上の層は
サンプル数が非常に少ない（従業員
101～300人では35社、301人～では
１社）ことを考慮しなければならない。�
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直接金融が実施出来ない理由�
～ディスクローズや制度的要件の理由により直接金融が実施できない～�

資料：中小企業庁「企業資金調達環境実態調査」（2001年12月）�
（注）　複数回答のため合計は100を超える�

直接金融に関心がある、と考える中小企業は２～３割存在するが、実施できているのはごくわずか。「ディ
スクローズに応えられる体制が不整備」「株式公開の要件を満たしていない」等が、広く一般から出資を募る
ことの障害。
このため、売掛債権担保借入れ、金融機関引受私募債、さらには家族・友人等「顔の見えるネットワーク」

を対象とした少人数私募債等、近年多様化する資金調達手段の活用が重要。
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（従業員規模）�
存続事業所� 新設事業所� 廃業事業所�
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▲ 278

1700

▲ 1542

資料：総務省「事業所・企業統計調査」再編加工� 資料：総務省「事業所・企業統計調査」再編加工�

91～99年の間における存続事業所の雇用変動�
（非一次産業計）�

－従業者規模が大きくなるにつれ、雇用変動率は減少。�
１～５名事業所では雇用は純増－�

91～99年の間における雇用変動状況（非一次産業計）�
－事業所の開廃業は、雇用創出、喪失に大きな影響を持つ－�

１～５人�

６～20人�

21～50人�

51～100人�

101～300人�

301人～�
雇用創出�
雇用喪失�

雇用創出�
雇用喪失�

５．中小企業の創業による雇用創出・喪失

この10年間の動向を見ると、小規模企業は雇用創出力が高く、雇用面において重要な存在。さらに、創業
が雇用創出に与える影響も大きい。
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各国の自営業者比率の推移（1980→2000年）�

自営業者数の増加を通じてみた欧米の新規企業の創出状況�
（1980年＝100）�

資料：OECD「労働力統計2000」�
（注）自営業者はEmployers and persons working on own accountと定義されている。�

資料：OECD「労働力統計2000」�
（注）自営業者比率＝自営業者数／民間就業者数（非農林部門）（％）�

６．「まちの起業家」と経済活性化（欧米の教訓）

アメリカ、イギリス等では80年代以降、いわば「まちの起業家」が多数輩出し、自営業者の数は増加。企業
ひとつひとつのイノベーションと雇用へのインパクトはささやかであったが、全体として経済活性化に大きく
寄与。こうした状況を創り出すことが日本経済にとって今後の課題。
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１　目　　的
地球温暖化や増大するゴミ問題など、今日の環境問題は私たちの生活と密接な関わりを持っています。
このようななか、県民・事業者・行政が協力しあって、省エネルギー・省資源やゴミの減量化に取り組み、
環境にやさしいライフスタイルや経済活動を実践する契機とします。

２　実施期間
平成14年10月１日（火）～10月31日（木）

３　実施内容
（１） 事業者（店舗）

和歌山県が配付するキャンペーンポスターを店内に掲示し、『環境にやさしい商品の購入』、『買い
物袋の持参（マイバッグ）』などを消費者に呼びかけていただきます。消費者への具体的な呼びかけ
方法は、それぞれの店舗で自由に行っていただきます。

■　『環境にやさしい商品の購入』の呼びかけ

■　『買い物袋持参』の呼びかけ

（２） 消費者団体等
環境にやさしい買い物について、会員に呼びかけていただきます。

（３） 和歌山県
■　キャンペーンポスターを作成し、参加店舗や関係機関に配付します。
■　キャンペーンの実施について、「県民の友」や和歌山県のホームページで広報するとともに、報道
機関への情報提供を行います。

※このキャンペーンは、大阪府など多くの都府県と共同で実施しています。

お申し込み・お問い合わせは�
〒640-8585　和歌山市小松原通１－１�
和歌山県環境生活部環境政策局環境生活総務課　担当 ：玉置�
TEL　073-441-2674　FAX  073-433-3590�

●取 組 例：店内放送やレジでの声かけを行う。
買い物袋持参者へのスタンプ押印を通常の倍にする。 など

●取 組 例：環境にやさしい商品が一目で分かるように表示する。
チラシ広告でPRする。
対象商品の特売セールを行う。
対象商品のコーナーを設ける。 など

●対象商品：再生紙を使用したトイレットペーパー
詰替商品（シャンプー、リンス、台所用液体洗剤等）
エコマークなどの環境ラベルのついた商品
その他リサイクル製品や省エネ製品などの環境配慮型商品
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和歌山県電気工事工業組合
理事長

谷崎　博志氏
（中央会常任理事）

～組合運営について～
今、組合をとりまく状況は？
私達電気工事業界は今や、不況業種筆頭の建設業の一部です。経営難、後継者

難等で組合員の数は減少の一途をたどり未だ歯止めがかかりません。

外部からの補助金もあてに出来なくなり運営は厳しくなるばかりです。

～今後取り組みたい事業若しくは現行組合事業について～
官民の区別なく分離発注が悲願です。

今後顧客と直接結びついて行こうと云う運動を行っていますが、名付けて「で

んき元気」。

そして今後如何に「ＩＴ」を自分の事業に、又組合運営に取り入れるかが合理

化成否の鍵になると思います。

～日常組合運営で留意していること～
すべて組合員は規模の大小にかかわらず組合運営上、平常の利益を受ける権利

があります。そして負担も平等でなければなりません。組合の会議や事業にあま

り参加しない組合員と如何にコミュニケ－ションを続けるかです。

～日常生活拝見～
何でも腹一杯食べないこと。もう少し入るけれど、と云う所でやめます。役目

柄ストレスは仕方ないとしても、その解消にはゴルフが一番です。

しかし飛ばなくなりました。

和歌山木工センター協同組合
理事長

藤村　正治 氏
（中央会理事）

～組合運営について～

今、組合をとりまく状況は？

平成14年12月から施行される環境問題で木工業では切るに切れない木くずの

問題、木工センターとして廃材を粉砕して合板を作るリサイクル事業化に取り組

んでいます。

～今後取り組みたい事業若しくは現行組合事業について～

リサイクルで出来る合板を組合員にどのように引き取ってもらい、その合板を

製品に組入れてもらうかが今後の課題と思っています。

～日常組合運営で留意していること～

何事も組合員の意思の統一をはかり、一緒に事をおしすすめて行く考えでいま

す。

～日常生活拝見～（健康対策・ご趣味等）

朝早く出社し木工団地約３万４千坪の敷地内の道路を歩く事を日課としていま

す。
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近畿経済産業局が総力を挙げた日本のビジネスシーズ総覧の第２弾！

2002 中小企業ビジネスフェア in KANSAI part2

－ 販路開拓と経営革新の促進をめざして －

http://www.bf-c.info

ビジネスチャンスを求める積極的な中小企業が集結！

会　　　期：2002年9月11日（水）・12日（木） 10：00～17：00

会　　　場：インテックス大阪５号館Aゾーン

（大阪市住之江区南港北1-5-102）

主　　　催：経済産業省中小企業庁、近畿経済産業局

共　　　催：中小企業総合事業団　中小企業・ベンチャー総合支援センター

出 展 社 数：約150企業（うち支援期間５～10）※中小企業に限定

来 場 予 定：8,000人

テーマ分野：１．IT関連　２．環境・エネルギー関連

３．テクノロジー・バイオ関連　４．生活関連

会 場 構 成：１．各企業展示コーナー　２．プレゼンテーションステージ

３．支援機関コーナー　４．商談コーナー

入　場　料：無　料

［会場ののご案内］
●地下鉄四つ橋線「住之江公園駅」にてニュートラムに乗り換え、
「中ふ頭駅」下車徒歩約５分
●地下鉄中央線「コスモスクエア駅」にてニュートラムに乗り換え、
「中ふ頭駅」下車徒歩約５分］

＜お問い合わせ＞
「2002中小企業ビジネスフェア in KANSAI part2」運営事務局
〒550-0002
大阪市西区江戸堀1-2-14 肥後橋官報ビル７F
Tel. 06-6225-2281  Fax. 06-6225-2282
E-mail. info@bf-c.info

「中小企業テクノフェア2002」、「中小企業ビジネス・メッセ2002」も同時開催！
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①新製品（既存製品の改良を含む）・
新技術（既存技術の改良を含む）・
新事業分野への進出等に関する研
究開発、その成果の利用及びその
ために必要な需要の開拓�

②情報化の促進�
③品質管理・マーケティング・エネ
ルギー環境対策・労働力確保等、
経営上の重要な問題の解決�

④設備・事業内容の高度化�
⑤その他重要と認められる事項�
�
助成対象：組合等�
�
�
　中小企業が個々に有する経営資源
を結集し、任意グループ等の形で行
う研究開発等に対し助成を行う。�
�
助成対象：任意グループ�

助　成　事　業　名� 助 成 金 額 �助　成　事　業　の　概　要�
�
組合等中小企業
連携組織調査開
発等支援事業�
�
　中小企業者が、経営上
の重要度の高い問題につ
いて、その解決を図るた
めの取り組みを共同で行
うことを支援します。�
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��
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�
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�
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�
�
�
�
多角的連携組織
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�
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���引き上げた�

引き下げた�

７月以降に引
き上げる予定�

７月以降に引
き下げる予定�

今年は実施し
ない（凍結）�

未定�

52％�

11％�

27％�

従業員規模別�

和歌山県における賃金の改定状況
－中小企業労働事情実態調査－

本会では県内中小企業の労働事情の把握と、適正な中小企業労働対策に資するため、毎年継続的に労

働事情実態調査を実施しています。

今回は調査項目の中から賃金の改定状況について集計できましたのでお知らせいたします。 調査時点14.7.1
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助　成　事　業　名� 助 成 金 額 �助　成　事　業　の　概　要�
�
中小企業活路開
拓調査・実現化
事業�

�
　中小企業者が単独では
解決の困難な問題につい
て、業種別・地域別事業
者団体たる性格を有する
組合等がこれを改善する
ための取り組みを行う事
を支援します。�

�
�
�
�
�

2,000,000円～�
�

（自己負担額総
事業費の1/3）�

�
調査事業�
�
①技術・技能の継承や後継者の育成�
②規制緩和等による経営環境の変化への対処�
③エネルギー環境問題への対処�
④労働問題への対処�
⑤取引慣行の是正�
⑥事業の構造改善及び新たな事業分野への進出�
⑦創業者支援�
⑧企業データベースの作成・広報等�
⑨情報化の促進�
⑩地域の中心市街地の活性化�
⑪その他重要と認められる事項�
�
助成対象：組合等の内、次のいずれかとするもの�
①地域に重要な関わりを有する業界を代表していると認めら
れる業種別事業者団体であって10人以上の構成員を有して
いるもの�

②地域において指導的な役割を果たしている事業者団体であ
って10人以上の構成員を有しているもの�

③その他、地域または業界内で主導的な役割を果たしている
組合等であって当事業を実施する主体として適当と認めら
れるもの�

�
�
実現化事業�
　組合等が作成した活路開拓のためのビジョンの実現化を図
るために必要な事業で次に該当するもの�
①試作・改造事業�
②実験・実用化試験事業�
③試供・求評事業�
④導入・改善指導事業�
�
助成対象：組合等の内、次のいずれかとするもの�
①地域に重要な関わりを有する業界を代表していると認めら
れる業種別事業者団体であって10人以上の構成員を有して
いるもの�

②地域において指導的な役割を果たしている事業者団体であ
って10人以上の構成員を有しているもの�

③その他、地域または業界内で主導的な役割を果たしている
組合等であって当事業を実施する主体として適当と認めら
れるもの�

　組合等とは、中小企業関係組合の他、社団法人等の公益法人や共同出資会社・任意グループな
どの中小企業庁長官が定める団体�
�

助成事業の申込みは平成14年9月10日迄�
�
平成15年度事業につきましては、事業費・助成額・自己負担額等変更となる場合があります。�
申込み組合等が多い場合は事業計画等検討の上選定いたします。�
詳細は当中央会支援一課、支援二課、情報調査課までお問い合わせ下さい。�

中央会助成事業募集�
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～ 雑賀橋リニュ－アル ～
中心市街地の整備改善策による、雑賀橋の架け替え

工事が完成し、７月５日、６日に竣工式と記念イベン
トが開催されました。
中ぶらくり丁と東ぶらくり丁を結ぶ新雑賀橋が和歌

山市の老舗商店街への集客の架け橋ともなるように、
趣向を凝らした様々なイベントで大いに賑わいました。

～明光まつり開催～
７月２１日（日）和歌浦明光商店街において明光まつりが開催されました。
様々な出店、フリ－マ－ケット、バザ－、和歌の浦ア－トギャラリ－での展覧会と、夏の暑さを吹き

飛ばす賑わいで、地元商店街でのイベントはすっかり定着したようです。

明光商店街協同組合
ＴＥＬ：073-444-0608

中ぶらくり丁商店街振興組合
ＴＥＬ：073-431-2228

東ぶらくり丁商店街振興組合
ＴＥＬ：073-423-3251
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企業組合ほっと
●所 在 地 秋田県

●設　　　立 平成12年10月

●組 合 員 数 ５人

●出 資 金 100万円

●地 　 　 区 －

●主 な 業 種 居宅介護サービス事業

●組 織 形 態 集中型企業組合

●専 従 理 事 ３人

●組合専従者 ５人

●Ｕ Ｒ Ｌ －

アットホームな介護で夢を拓く“ほっと”集団

「おもいやり・かたりあい・いきがい」を理念とし、心のこもった居宅介護サービス事

業を展開。着実に実績基盤を築き社会的使命と夢の実現へ向けて邁進

本荘・由利地域の高齢化率は23.5％（65才以上29千人）となっているが、それに比べて、介護施設が極めて不
足している。そのようななか、老人福祉施設で看護業務をしていた仲間４人は、大規模な施設ではできない一人
ひとりに合わせた心のこもったキメ細かいサービスを提供し、生きがいのある老後を自宅で送れるよう支援する
デイサービスを、自らの手で実現したいという目標を持っていた。そこで、平成12年10月この目的を達成するた
め、企業組合を設立し、平成13年３月より居宅介護サービス事業を開始した。
居宅介護サービス事業からスタートしたが、組合員の持てる資格を活かし、すぐに居宅介護支援（ケアマネジ

メント）に着手、また本荘市より委託された「生きがい支援」事業も実施している。
実施にあたっては、常時、８名体制で各専任担

当区分を明確にし、毎朝・夕のミーティングで反
省、問題点の検討を行いながら全員が協力して
「親しまれ、喜ばれるアットホームなサービス」の
提供とその向上に努力している。
平成13年３月には、居宅介護サービス事業の１

日平均利用者数は2.3人であったが、その後毎月着
実に利用者の増加が見られ９月時点で11.6人とな
っており、年度末の目標であった13人はクリアで
きる見通しがついた。
地元の人々からの暖かい支援、理解と協力（じ

ゅう器・備品等の寄付、１日
２～３名のボランティア参加）
を得ながら、平成15年度の目
標である定員15人は平成14年
度中に達成できる勢いで躍進
している。

全国の先進組合事例

▲施設外観

施設内部
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靴内環境歩行改善協同組合
●所 在 地 東京都北区

●設　　　立 平成13年８月

●組 合 員 数 ５人

●出 資 金 300万円

●地 　 　 区 東京都

●主 な 業 種 革靴製造業・ソフトウエア業・療術業

●組 織 形 態 異業種連携組合

●専 従 理 事 １人

●組合専従者 １人

●連　携　先 東京都産業労働局商工部

●Ｕ Ｒ Ｌ http://www.fit-shoes.com

発想の転換で成果、お餅から理想的靴型

靴づくりは樹脂を固めて型をつくることから始まるが、お餅で型を取ることで、理想的

靴型ができあがった。一人ひとりの足に合った技術で業界に革命をおこすことも可能

である

東京都内の地場産業の代表ともいえる靴の製造業界は依然として規格大量生産が主力である。しかし、消費者
ニーズの多様化で、個性化、履き心地重視、健康志向、環境問題や資源リサイクルへの配慮など取り組まなけれ
ばならない課題は多い。靴のサイズもメーカーが足の外形値を平均化して作成したもので、多様化する消費者の
ニーズ、特に履き心地や環境・健康に配慮されたものとは言い難いのが現状である。
個性的で健康に配慮した、歩きやすく、それでいてファッショナブルな靴を提供したいと考えていた、靴関連

業、ソフトウェア業、療術業の５名が平成13年８月に組合を設立した。組合では、東京都産業労働局商工部等の
支援を受けて、消費者一人ひとりの足型からそれに合わせた靴の開発に取り組み健康面・技術面で異業種の組合
員のノウハウを結集し、これまでにない画期的な製品の研究開発を行っている。
具体的には３次元レーザースキャナーで足の裏の骨格を正確に採取し「あつらえ中敷」を製作、次にこのデー

タを靴型に自動変換して、お餅の靴型を削り出し、「あつらえ靴」を作るシステムとなっている。中敷・靴型とも
低ケミカルかつナチュラルなものであり、環境に配慮した製品供給システムである。この技術については現在特
許申請中である。
このようにして測定した足型は、

登録できインターネットを通じてデ
ザイン・色・素材・ヒールの高さな
どを指定することで、消費者が特注
品の製作に直接参加できるようにな
っており、インターネット通販の新
たなシステムといえる。
この方式が広く普及すれば、今ま

での業界とは全く異なった分野が開
けると期待を集めている。

システムは多様なニーズに
対応することができる
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和歌山市製紙原料協同組合
●所 在 地 和歌山市

●設　　　立 平成９年６月

●組 合 員 数 ９人

●出 資 金 90万円

●地 　 　 区 和歌山市

●主 な 業 種 古紙卸売業

●組 織 形 態 環境対応型組合

●専 従 理 事 －

●組合専従者 １人

●Ｕ Ｒ Ｌ －

資源循環型社会推進の一翼を担う古紙リサイクル組合

資源循環型社会を推進する自治体のリサイクルシステムの中に当組合を組み込むことによ

り古紙処理量が飛躍的に拡大し、大きな成果をあげている

最近では、自治体による資源ゴミのリサイクル推進の影響もあり、民間業者からの取り扱い量より自治体から
の取り扱い量が増加する傾向にある。資源循環型社会構築のため、和歌山市が新たに一般ゴミと資源ゴミの分別
収集を実施するためリサイクルシステムが導入されたが、これに伴い、当組合は資源ゴミのうち「古紙」を一手
に引き受ける組合として設立された。
このシステムのフローは、市内の一般家庭から排出された古紙を和歌山市が分別収集し、これを地区別に組合

員業者に収納する。収納された古紙を処理加工し、製紙メーカーに出荷する。組合は一括して自治体に処理委託
手数料を請求する。各組合員
は、処理量に応じて組合から
処理手数料を受け取るという
ものである。
組合と自治体との委託契約

により、組合が古紙処理に関
して一元管理することから古
紙リサイクルシステムが順調
に機能し、古紙処理量が平成
13年度では当初の５～６倍の
６千トンにまで拡大すること
が見込まれている。
本組合事業の取り組みによ

り、これまで一般ゴミとして
処理されていた古紙が、再生
紙としてリサイクルされるシ
ステムが確立されたことは、
資源循環型社会構築に大きく
貢献するものである。

� 89� 90� 91� 92� 93� 94� 95� 96� 97� 98� 99� 2000
━古紙回収率�  48.2 �  49.7�  50.8�  51�   51.1�  51.7�  51.6�  51.3�  53.1�  55.3�  55.9�  58
─古紙利用率�  49.9�  51.5�  52.2�  52.5�  53�   53.3�  53.4�  53.6�  54�   54.9�  56.1�  57
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協同組合くまもと名産会
●所 在 地 熊本市

●設　　　立 昭和47年９月

●組 合 員 数 57人

●出 資 金 171万円

●地 　 　 区 熊本県

●主 な 業 種 食品製造業・菓子製造業

酒類製造業・民工芸品製造業

●組 織 形 態 異業種組合

●専 従 理 事 －

●組合専従者 ４人

●Ｕ Ｒ Ｌ
http://www.remus.dti.ne.jp/̃meisan/

共同販売で得たノウハウを新たな事業展開に活かす

駅ビル内で運営する共同販売店舗をアンテナショップとして活用、そこで得たノウハウ

を活かし、大型小売店への一括納品等新たな収益事業を開発

県内の特産品の共同販売を目的に、当初はデパート等の催事出張販売を中心とした活動を実施していたが、業
績不振に陥り事業転換を迫られることとなった。このような時期に駅ビルリニューアルに伴う物産展示即売場設
置構想が発表され、多くの鉄道利用客の購買が見込まれ、将来の九州新幹線の拠点となることが予想される駅ビ
ル２階に18.2坪の組合の共同販売拠点を確保、組合員企業のアンテナショップ機能と組織活性化をねらった取り
組みを開始した。
売場は、食品・菓子・酒類・民工芸品の４部門で構成され、組合員57名の代表的な製品を一堂に陳列している。

主に他県からの観光客を対象としており、組合員の希望をもとにそれぞれの陳列位置とコマ数を決定し、組合職
員による接客販売を実施、組合において販売データの蓄積提供を行っている。店舗の運営経費については、売上

高割とコマ数及び陳列位置の評点場所を加味した
場所割により組合員に賦課されている。また、品
揃え、売価設定などについては組合員個々の判断
に委ねられている。なお、販売実績としては、平
成10年度4,600万円、平成11年度4,700万円、平
成12年度4,200万円で熊本駅の乗降客数の減少と
比例してダウン傾向にある。
年間470万人の乗車人員を擁する熊本駅に店舗を

持つことによる観光客や地元客への商品販売とい
う直接的な経済効果やイメージアップ効果、顧客

情報のフィードバックによる
組合員の商品化政策への活用
のほか、特産品の集積という
コンセプトで異業種企業を組
織化してきたノウハウが一括
納品という収益事業につなが
っている。

▲ 熊本駅内の店舗
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（前年同月比）�
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報
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告

6月分6月分

業界景況５ポイント改善

前年同月比の景気動向�
項　目�

業　種�

食 料 品 �

繊 維 同 製 品 �

木 材 木 製 品 �

出 版 印 刷 �

化 学 ゴ ム �

窯 業 土 石 製 品 �

鉄 鋼 金 属 �

そ の 他 �

卸 売 業 �

小 売 業 �

商 店 街 �

サ ー ビ ス 業 �

建 設 業 �

運 輸 業 �

売 上 高 �

－62.5

収 益 状 況 �

－70.0

資 金 繰 り �

－52.5

業 界 景 況 �

－72.5Ｄ Ｉ 値 �

製

造

業

�

非

製

造

業

�
（情報連絡員40名のうち回答数40名　回答率100％）�

ＤＩ（ディフュージョンインデックス）値
ＤＩ値は景気が上向きか下向きかを表す数値です。
ＤＩ値＝増加（好転）割合　－　減少（悪化）割合
ＤＩ値＞０　…　景気上向き
ＤＩ値＝０　…　景気横ばい
ＤＩ値＜０　…　景気下向き

前年同月比における「業界景
況」判断指数（ＤＩ値：景気動
向指数）は、マイナス７２．５
ポイントであり、同５月調査と
比べて５ポイント改善した。
同５月調査と比べ、「売上高」

は不変、「収益状況」は２．５
ポイント悪化、「資金繰り」は
２．５ポイント悪化した。
６月の調査では業界景況に関

して、情報連絡員４０名のうち、
「不変」との回答は１１名、「悪
化」との回答は２９名で、「好
転」との回答はなかった。

総　評
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製造業

食 料 品�

繊維・同製品�

木材・木製品�

鉄 鋼・金 属�

和雑貨製造業�

本年の梅作柄は豊作型と予想していたが、生育期の少雨、日照りが続いて玉太りが悪く、
不作状況の見通しとなった。青梅価格も昨年を上回って幾分高めに動いており、現状を考
えれば梅干原料価格も同様強含み推移と考えられる。添加物問題はその後もアルコール、
塩関係に波及し、加えて農作物の残留農薬に至り、その対応に苦慮した（６月後半から）。
原料原産地表示の義務化で消費者は紀州物へと動きが変わったと思われる。景況は芳し
くない状況。（梅干）�

秋冬物の受注が入り、生産量は多少増加傾向にあると思われるが、販売単価は上昇せず
売上高の増加にはつながっていないのが現状です。（ニット）�

シーズンに入ってきたにもかかわらず、非常に動きが鈍い。このままでは昨年より悪いか
もしれない。（織物）�

新聞等では景況感が上向きとの事ですが、当業界は底を這う状態、または底が見えない状
態です。値段に係わらず売れない。（手袋）�

仕事量の獲得に相変わらず苦慮している。組合員の中から自己破産者有。技能士検定の
受験者を募集するが、毎年減少というよりも、受験者を探すのに苦労している。本年度２名。�

（建具）�

相変わらず短期間での納品が多くなっています。受注単価が安いので、納期に間に合うよ
うに他の工場への制作依頼もできない状態です。残業までして納品しても、残業代だけ
赤字が出ます。（建具）�

県外見本市（東京）への出品に向けて、関係機関等の協力で準備推進中です。（家具）�

業況は底を打って少しずつではあるが明るさが戻りつつある。（鋳物）�

７／１に製造メーカー（プラスチック成形）が自己破産の申請を行った（負債総額約２億５千
万円）。（家庭用品）   

非製造業

小 売 業�

商 店 街�

サ ー ビ ス 業�

建 設 業�

運 輸 業�

商況は低水準のまま安定している。（和歌山市）�

先月同様、またサッカーもあり、小売の消費は良くなかったと考えます。金融の申し込みも
今年度は少々下降しています。（田辺市）�

日用品店、パン・ケーキ店、漬物店の３店が閉店しました。（和歌山市） �

激しい変化の時代が長期化する中、生き残りを賭けて戦っている組合員ですが、一向に有
効打が出ないまま、じりじりと日数ばかりを過ごしていくだけだとボヤキばかりが聞こえて
きます。（旅館）�

対前年同月比で、宿泊人員（１０３．５％）、総売上料金（９８．９％）、１人当たり消費単価（９５．６％）、
総宿泊料金（１０５．０％）、１人当たり宿泊単価（１０１．５％）。１～６月の宿泊人員で見ると、１３
年は４８１，９１６人、１４年は４５４，６９９人で２７，２１７人の減（△５．６％）である。（白浜旅館）�

梅採り等の農繁期も過ぎ、低調でしたがようやく平常に戻りつつあります。（田辺自動車）�

特に変化なし。依然として景気は低迷状態にある。建設業界にとっては、ワールドカップ
も影響なし。（電気工事）�

全体的に輸送数量が減少している。また、燃料単価も高くなっている。（和歌山市）�


